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	処分の概要
	公益上必要な建築物等の許可

	例規名
根拠条項
	東部大阪都市計画河内磐船駅北地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例　第9条第1項

	例規番号
	平成7年条例第31号

	【根拠条文】
(公益上必要な建築物等の特例)
第9条　市長が公益上必要な建築物で用途上若しくは構造上やむを得ないと認めて許可したもの又は市長が土地の利用状況に照らして良好な住環境を害するおそれがないと認めて許可した建築物については、その許可の範囲内で第4条、第5条又は第6条までの規定は適用しない。
2　市長は、前項の規定による許可をする場合においては、あらかじめ、交野市開発問題等審議会の同意を得なければならない。
3　市長は、第1項の規定により第4条に係る許可をする場合においては、あらかじめ、その許可に利害関係を有する者の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなければならない。
4　市長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、その許可しようとする建築物の建築の計画並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の3日前までに告示しなければならない。

【基準】
根拠条文に同じ。

(※)東部大阪都市計画河内磐船駅北地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例
(建築物の用途の制限)
第4条　区域内には、別表に掲げる建築物を建築してはならない。

(建築物の敷地面積の制限)
第5条　建築物の敷地面積は、110平方メートル以上でなければならない。ただし、土地区画整理法(昭和29年法律第119号)第98条の規定による仮換地の指定又は同法第103条の規定による換地処分において、110平方メートル未満となる一の土地で、市長が特に必要と認めて許可したときは、この限りでない。

(壁面の位置の制限)
第6条　建築物の壁若しくはこれに代わる柱(以下「外壁等」という。)の面から敷地境界線までの距離は、0.5メートル以上でなければならない。
2　外壁等の面から都市計画道路私部東線の境界線までの距離又は建築物の用途が専用住宅以外の場合における前面道路の境界線までの距離は、1.5メートル以上でなければならない。ただし、当該境界線における道路面からの高さ2.5メートルを超える部分については、この限りでない。
3　第1項及び前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物又は建築物の部分については適用しない。ただし、建築物の用途が専用住宅以外の場合又は建築物が都市計画道路私部東線に面する場合については、この限りでない。
(1)　車庫、物置その他これらに類する用途に供し、軒の高さが2.3メートル以下であること。
(2)　外壁等の中心線の長さの合計が3.0メートル以下であること。



	標準処理期間
	過去に事例がないため、未設定。

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年6月30日
	最終変更年月日
	令和5年6月8日
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